
 

 

 

 

 

 

令和５年度中小企業振興施策の 
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資料２－①

予算額
（単位：千円）

構成比

110,245,219 100.0%

1,727,832 1.6%

54,495 0.0%

1,782,327 100.0%

777,580 43.6%

（単位：千円）

05年度予算額
（前年度予算額）

構成比
（前年度構成比）

17,000 2.19%

(19,673) (2.58%)

212,340 27.31%

(209,340) (27.40%)

4,580 0.59%

(4,665) (0.61%)

16,350 2.10%

(8,400) (1.10%)

412,813 53.09%

(412,268) (53.97%)

273 0.04%

(441) (0.06%)

※再掲項目のみ - -

114,224 14.69%

(109,154) (14.29%)
その他

６　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　小規模企業者の経営の状況及び成長発展の状況に応じ必要な考慮を払うこと

中小企業振興に関する意識啓発

経営革新・技術革新

創業の促進

人材の確保・定着

活発な経済活動のための環境整備

１ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること　　　　　　　　　　　　　

２　中小企業者の経営基盤の強化を促進すること

４　中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進すること

３　中小企業者の経済的社会的変化への適応の円滑化を促進すること

金融の円滑化

うち中小企業振興施策に
係る予算

令和５年度　徳島市

一般会計

商工費（A)

労働費（B)

（A)+(B)

c中小企業振興施策の概要

民生費
48.2%

土木費
11.6%

衛生費
9.7%

公債費
8.1%

教育費
8.4%

総務費
7.9%

その他
4.5%

商工費
1.6%

労働費
0.0%

トクシィ

徳島市では平成27年4月1日から中小企業振興基本条例を施行し、様々な中小

企業振興のための施策を実施しています。令和５年度中小企業振興施策の予算

（６月補正後）は、以下の通りです。
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令和５年度の中小企業振興施策として実施している事業及び予算は、以下の

とおりです。 

 

事業名 
Ｒ５年度予算額 

（単位：千円） 

 １ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること                                

経営革新・技術革新 

(1) 中小企業販路拡大支援事業 17,000 

創業の促進 

(2) 創業促進事業 12,340 

(3) 起業家育成資金貸付金 200,000 

 

 ２ 中小企業者の経営基盤の強化を促進すること                             

人材の確保・定着 

(4) 中小企業人材育成等事業 2,180 

(5) 女性・若者活躍推進支援事業 900 

(6) 
ダイバーシティ経営企業応援事業 

（旧ワークライフバランス推進事業） 
1,500 

(7) ハローワークとの共催による就職面接会の開催 ― 

活発な経済活動のための環境整備 

(8) 商店街等活性化支援事業（新規事業含む） 11,850 

(9) 中心市街地出店支援事業 4,500 

 

 

 

令和５年度中小企業振興施策の実施状況 

及び令和６年度の方向性 

 

資料２－② 
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 ３ 中小企業者の経済的社会的変化への適応の円滑化を促進すること                          

金融の円滑化 

(10) 経済変動対策特別資金貸付金 400,000 

(11) 制度融資維持対策事業 12,813 

 

 

 ４ 中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進すること       

中小企業振興に関する意識啓発 

(12) 中小企業振興基本条例の啓発活動 ―  

(13) 中小企業振興基本条例啓発事業 273  

 

 ５ 小規模企業者の経営の状況及び成長発展の状況に応じ必要な考慮を払う

こと  

再掲 中小企業販路拡大支援事業  

再掲 創業促進事業  

再掲 起業家育成資金貸付金  

再掲 中小企業人材育成等事業  

再掲 女性・若者活躍推進支援事業  

再掲 
ダイバーシティ経営企業応援事業 

（旧ワークライフバランス推進事業） 

 

再掲 商店街等活性化支援事業  

再掲 経済変動対策特別資金貸付金  

再掲 中心市街地出店支援事業  

再掲 制度融資維持対策事業  

 

 ６ その他                                 

その他 

(14) 企業誘致・雇用拡大等推進事業 13,801 

(15) 
産業支援交流センター運営費 

※指定管理料 
20,125 

(16) 中小企業振興対策委員会 122 

(17) 
企業とちからあわせる支援金給付事業 

【６月・９月・１２月補正】 
80,176 

 


